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9) 飯野利夫［2000］『財務会計論三訂版』同文館，6-20 

























 米国 FASBは，1978年の SFAC1から，2000年の SFAC7に至るまで 7本の概念ステート
メントを公表し，会計基準設定の基礎概念といている。そのうち，1984 年の SFAC5 号には，
金融商品の公正価値会計にとって重要な利益概念の深化が見られる。 
                                                          
10) 財団法人企業財務制度研究会［1998］『包括利益をめぐる論点』第 1章， 







































































①満期まで保有する負債証券には償却原価法（amortized cost method）を適用する。 
②トレーディング目的有価証券は公正価値で評価し，公正価値変動額は当期損益とする。 
③売却可能有価証券（①および②以外の投資，available-for-sale-securities）は公正価値で評価し，































                                                          
12) わが国金融商品会計によれば，公正価値変動額のうち，低価法適用の考え方による評価差損は当期損益
処理，評価差益は「その他包括利益」では資本に直入する。その他の相違点についてはⅣ章参照。 
13) 拙稿「ヘッジ会計の有用性とその限界」『立命館経営学』第 42巻第 2号（2003年 7月号） 
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17) 古賀智敏「金融商品とファイナンス型会計」『会計』2002年 2月号 







表 1 金融商品の分類・評価・損益処理に係る主な会計基準・草案比較 
 






















































































































立命館経営学（第 43巻 第 3号） 18 
表 2 金融商品に関する注記開示比較 
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表 3 公正価値ヘッジとキャッシュフローヘッジの注記開示 











































































                                                          
18）コーリン・クラウチ他編著山田鋭夫訳『現代の資本主義制度』2001年，NTT出版 第 1章ロナルド・
ドーア「日本の独自性」 
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③アングロサクソン人は，自らの選択をオープンにしておくことを選択する，つまりもっ
と有利な見通しがあれば，投資先を変える自由を保持しようとする，その表れがデリバ
ティブであり，取引に伴う市場変動リスクをバランスさせるための決定的なメカニズム
である。 
ここで興味深いのは，アングロサクソン人は，リスクエクスポジャーをオープンにしておく方
を選ぶという指摘であり，そこから金融リスクをチャンスに転化するしたたかさが窺える。伝
統的な先渡しと先物に加えて，オプション，スワップ，スワップションのようなデリバティブ
を次から次へと開発してきたのも彼らであり，金融商品の全面公正価値評価を提唱する JWG
の主力メンバーも彼らであることと無縁ではないであろう。また，金融商品の活用による財務
活動の巧拙を業績として即座に開示するのが全面公正価値評価の目的因であるとすれば，彼ら
のポジティブな金融リスク感覚に結びつけて全面公正価値アプローチを理解することもできる。 
 一方，わが国にも，リスクを潜在的損失だけではなく，ポテンシャル・インカムと理解する
トレーダーはいまや大勢いる。しかしながら，少なくとも一般事業会社においては，金融リス
クは固定することによって回避しようとする気運が非常に強い。相場変動リスクはキャッシュ
フロー・ヘッジしても，その結果フェアーバリュー・リスクを高めることは理解しても，固定
金利による借入れを，再び公正価値評価することに抵抗感がある。会計の世界においても，グ
ローバル・スタンダードとして押し寄せ，取得原価・実現主義か，時価評価・発生主義かとい
う論争が盛んになっているが，論争を実りあるものとするには，まぜ金融商品の特性，とくに
実物資産との相違を明らかにすることが必要である。さもなければ，投資家が会計報告に期待
するところに的確に応えることはできない。投資家が知りたいのは，企業はどれだけのとらえ
るリスク・エクスポジャーを抱えているか，どのようなリスク・マネージメントをしているか，
その結果はどうかである。 
